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証券コード 5184

2021年3月8日

株 主 各 位

神戸市中央区江戸町98番地1

代表取締役社長 前 田 龍 一

第137期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご支援を賜り誠にありがとうございます。
　さて、当社第137期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申
しあげます。
　なお、本総会につきましては、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、株主
様の健康状態にかかわらず、株主総会当日のご来場はお控えいただき、書面また
はインターネット等により事前に議決権を行使していただきますようお願い申し
あげます。
　お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、2021年3月25日（木曜
日）午後5時5分までに議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
　また、本総会から、ご出席の株主様へのお土産は取り止めとさせていただきま
す。何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

1． 日 時 2021年3月26日（金曜日）午前10時
（受付開始 午前9時30分）

2． 場 所 兵庫県姫路市南駅前町100番
ホテル日航姫路　3階 光琳の間
（前回までと会場が変更となっておりますので、末尾の会場
ご案内図をご参照いただき、お間違えのないようお願い申し
あげます）
新型コロナウイルス感染拡大の状況次第では、やむなく会場
や開始時刻が変更となる場合があります。その場合は、当社
ウェブサイト（https://www.nichirin.co.jp/）にてご案内
いたします。

3． 目 的 事 項
報 告 事 項  1．第137期（2020年1月1日から2020年12月31日まで）

  　事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役
会の連結計算書類監査結果報告の件

 2．第137期（2020年1月1日から2020年12月31日まで）
  　計算書類報告の件

決 議 事 項
第1号議案 剰余金の処分の件
第2号議案 取締役8名選任の件
第3号議案 監査役1名選任の件
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4． 議決権の行使についてのご案内
(1) 書面による議決権行使の場合

　同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、2021年3月25日
（木曜日）午後5時5分までに到着するようご返送ください。

(2) インターネット等による議決権行使の場合
　インターネット等により議決権を行使される場合には、3頁に記載の
「インターネット等による議決権行使のご案内」をご高覧のうえ、2021
年3月25日（木曜日）午後5時5分までに行使してください。

(3) 議決権電子行使プラットフォームについて
　機関投資家の皆様に関しましては、本総会につき、株式会社ＩＣＪの
運営する「議決権電子行使プラットフォーム」から電磁的方法による議
決権行使を行っていただくことも可能です。

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。

◎株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類記載事項に
修正すべき事項が生じた場合は、当社ウェブサイト（https://www.nichirin.co.jp/）

　に掲載させていただきます。

新型コロナウイルス感染拡大防止への対応について

当社 第137期定時株主総会における、新型コロナウイルス感染拡大防止に向け

た当社の対応について、以下のとおりご案内申しあげます。

株主の皆様のご理解とご協力を賜りますようお願い申しあげます。

［株主の皆様へのお願い］

感染拡大防止のため、株主様の健康状態にかかわらず、株主総会当日のご来場

はお控えいただき、書面またはインターネット等により事前に議決権を行使し

ていただきますようお願い申しあげます。

［当社の対応について］

株主様の安全を第一に考え、次のとおり対応いたします。

・ご来場の株主様は、マスクのご着用をお願い申しあげます。

・ご入場の前に、アルコールによる手指の消毒をさせていただきますのでご協

力をお願い申しあげます。

・受付付近で検温させていただき、発熱があると認められる方、体調不良と思

われる方は、ご入場をお断りする場合がございます。

・役員および運営スタッフは、検温を含め体調を確認のうえ、マスク着用で対

応させていただきます。
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インターネット等による議決権行使のご案内

インターネット等により議決権を行使される場合は、あらかじめ次の事項をご
了承いただきますよう、お願い申しあげます。

1．議決権行使ウェブサイトについて
 　インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以下の議決権行使ウェブ
サイトをご利用いただくことによってのみ可能です。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ウェブ行使

【議決権行使ウェブサイトアドレス】　https://www.web54.net

2．議決権行使のお取り扱いについて
　(1) パソコンおよび携帯電話をご利用の方
　　　上記アドレスにアクセスいただき、同封の議決権行使書用紙に記載された

「議決権行使コード」および「パスワード」をご利用になり、画面の案内
に従って賛否をご入力ください。

　(2) スマートフォンをご利用の方
　　　同封の議決権行使書用紙に記載された「スマートフォン用議決権行使ウェ

ブサイトログインＱＲコード」を読み取りいただくことにより、「議決権
行使コード」および「パスワード」が入力不要のスマートフォン用議決権
行使ウェブサイトから議決権を行使できます。

　　　なお、一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合には、再度Ｑ
Ｒコードを読み取り、議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」お
よび「パスワード」を入力いただく必要があります。

　　　（「ＱＲコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。）
　(3) 書面とインターネット等により、重複して議決権を行使された場合は、イ

ンターネット等によるものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたしま
す。また、インターネット等によって複数回数議決権を行使された場合は、
最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

　(4) 議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダおよび通信事業
者の料金（接続料金等）は、株主様のご負担となります。

3．パスワードおよび議決権行使コードのお取り扱いについて
　(1) パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であることを確認するため

の重要な情報です。印鑑や暗証番号同様、大切にお取り扱いください。
　(2) パスワードは、一定回数以上間違えると使用できなくなります。パスワー

ドの再発行をご希望の場合は、画面の案内に従ってお手続きください。
　(3) 議決権行使書用紙に記載されている議決権行使コードは、本総会に限り有

効です。

4．パソコン等の操作方法に関するお問い合わせ先について
　(1) 本サイトでの議決権行使に関するパソコン等の操作方法がご不明な場合は、

下記にお問い合わせください。

　　　　三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート　専用ダイヤル

　　　　［電話］0120（652）031 （受付時間 9：00～21：00）

　(2) その他のご照会は、以下のお問い合わせ先にお願いいたします。

　　ア．証券会社に口座をお持ちの株主様
　　　　証券会社に口座をお持ちの株主様は、お取引の証券会社あてにお問い合

わせください。
　　イ．証券会社に口座のない株主様（特別口座をお持ちの株主様）

　　　　三井住友信託銀行　証券代行事務センター

　　　　［電話］0120（782）031 （受付時間 9：00～17：00 土日休日を除く）

5．議決権電子行使プラットフォームのご利用について（機関投資家の皆様へ）
 　機関投資家の皆様に関しましては、本総会につき、株式会社ＩＣＪの運営する
「議決権電子行使プラットフォーム」から電磁的方法による議決権行使を行って
いただくことも可能です。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（ 第137期
2020年１月１日から
2020年12月31日まで ）

1．企業集団の現況

(1)　当事業年度の事業の状況

①事業の経過及び成果

当連結会計年度（2020年1月1日～2020年12月31日）における世界経済は、年

初に中国で発生した新型コロナウイルス感染症（以下、新型コロナ）が世界各

国へと広がるとともに、各国経済にも深刻な影響を及ぼすこととなりました。

中国では4月以降、その他諸国では6月以降、経済活動に回復が見られました。

但し、2021年 年初において、再び多くの地域で感染が拡大しており、先行き

は不透明な状況にあります。

米国においては、新型コロナの影響を受け、3月末から雇用・所得環境は悪

化、さらに感染防止のための外出制限が個人消費を下押しし、サプライチェー

ンの寸断やロックダウンによる操業停止等により企業収益も急速に悪化しま

した。6月からは段階的な経済活動再開が進められ、個人消費、企業収益にも

回復が見られました。また、2021年1月にバイデン政権が発足したことに伴い、

今後の景気対策や政策転換にも注目が集まっています。

欧州においては、3月初めよりイタリアで新型コロナの感染が広がり、その

後、スペインやドイツ等の主要国にも感染が拡大しました。多くの国で厳格な

ロックダウンが行われた結果、感染は収束し経済活動も再開されましたが、英

国で変異種が発見される等、影響が懸念されています。一方、英国・ＥＵ間の

貿易協定については年末で合意され、関係国において好感される結果となりま

した。

中国においては、年初から新型コロナの感染が国内全域に拡大し、政府主導

にて市民の移動制限、工場の生産停止や店舗の営業停止を実施したことで、経

済活動は大きく制限されました。4月以降、新規感染者は大幅に減少し経済活

動が再開されており、輸出はテレワークや5G需要の高まりもありコロナ前を超

える水準まで拡大しました。また、自動車販売についても、政府による補助金

やナンバープレート規制の緩和があり急回復しました。

アセアン地域においては、新型コロナ対策として、当初、外国人の入国制限

を行いましたが、国内の感染を抑えきれず、4月以降は、他のセグメント同様

に経済活動は制限されており、地域差はありますが景気の回復も遅れていま

－ 4 －

当事業年度の事業の状況



2021/02/18 19:39:51 / 20705461_株式会社ニチリン_招集通知

す。

日本経済においても、新型コロナの影響を受け1月からインバウンド需要が

落ち込み、3月には外出を自粛する動きも加わりました。4月中旬には、政府に

よる緊急事態宣言が出され、特別定額給付金、持続化給付金、雇用調整助成金

の特例措置等、大規模な新型コロナ対策が実施されました。5月中旬以降、宣

言が解除され、段階的に経済活動も回復しましたが、海外輸出の回復に比べ、

個人消費は緩慢な回復に留まりました。

当社グループの主要事業分野である日本自動車業界に関する状況は、次のと

おりであります。

当連結会計年度における国内自動車市場は、国内販売は3月以降、新型コロ

ナによる外出を自粛する動きが影響し各社で減少することとなりました。海

外需要に伴う完成車輸出もメーカーによって差があるものの大きく減少しま

した。国内生産全体も、当初は中国からの部品供給が不安定であることを理由

とした減産が目立ちましたが、4月以降は本格的な需要減が織り込まれ、さら

に深刻なものとなりました。

この結果、当連結会計年度における国内乗用車メーカー8社の国内四輪車販

売台数は、前年比11.2％減の416万台、四輪車輸出台数は、前年比21.9％減の

359万台となり、国内四輪車生産台数は、前年比16.3％減の771万台となりまし

た。また、海外生産台数も、中国では4月から急速な回復、北米、欧州でも6月

から回復が始まっているものの、前年比18.7％減の1,511万台となりました。

このような環境のなか、当連結会計年度の売上高は51,505百万円（前連結会

計年度61,073百万円）、営業利益は4,311百万円（前連結会計年度6,219百万

円）、経常利益は4,453百万円（前連結会計年度6,243百万円）となりました。

また、親会社株主に帰属する当期純利益は2,380百万円（前連結会計年度2,748

百万円）となりました。

地域別の業績は、次のとおりであります。

（日本）

新型コロナに伴う著しい需要の減少により、国内顧客は減産を継続し、海

外子会社への部品供給も減少、さらに、子会社向けの設備売上も前年に比べ

大きく減少しました。9月以降の需要に回復の兆しが見えたものの、売上高

は26,258百万円（前連結会計年度33,160百万円）、需要に合わせ出勤日の調

整や経費の削減に努めましたが、営業利益は891百万円（前連結会計年度

2,204百万円）となりました。

－ 5 －

当事業年度の事業の状況



2021/02/18 19:39:51 / 20705461_株式会社ニチリン_招集通知

（北米）

北米市場は、日系企業が得意としてきたセダン車の需要が減少し、小型ト

ラック・ＳＵＶ車の需要が増加する傾向が強まっており、さらに、新型コロ

ナによる影響で3月下旬より5月下旬にかけ顧客が一斉に生産停止を行いま

した。6月から段階的に顧客需要が戻りつつありますが、売上高は8,815百万

円（前連結会計年度10,210百万円）、生産性改善による要員の削減、物流費

の削減、中国追加関税回避のための仕入先変更により、営業利益は195百万

円（前連結会計年度は営業損失21百万円）となりました。

（中国）

中国市場では、新型コロナによる影響で2月上旬より顧客が一斉に生産停

止を行いましたが、4月以降は順調な回復となっており、売上高は10,613百

万円（前連結会計年度11,058百万円）、また、昨年末に生産を終了した上海

日輪汽車配件有限公司から蘇州日輪汽車部件有限公司への業務移管に伴い、

第1四半期では一時的な生産性の悪化があったものの、4月以降は改善が進め

られており、営業利益は865百万円（前連結会計年度867百万円）となりまし

た。

（アジア）

アジア市場では、ＡＢＳ化による二輪用ブレーキホースの販売増に加え、

フューエルホースの販売増が見込まれていましたが、新型コロナによる影響

で4月以降の売上に落ち込みが見られ、売上高は13,484百万円（前連結会計

年度17,157百万円）、営業利益は2,547百万円（前連結会計年度3,662百万

円）となりました。

（欧州）

欧州市場では、新型コロナによる影響で3月下旬より5月下旬にかけ顧客が

一斉に生産停止を行ったこと、さらに6月からの顧客需要にもバラつきがあ

ることにより、売上高は4,854百万円（前連結会計年度5,345百万円）、営業

損失は323百万円（前連結会計年度は営業損失289百万円）となりました。な

お、欧州域内での自動車メーカー再編の動きに呼応し、ニチリン ユー・ケ

ー・リミテッドは、ニチリン スペイン エス・エルをはじめとするグループ

各社に生産を移管し、8月末にて同社の生産を停止しました。

②設備投資の状況

当連結会計年度における設備投資の総額は、2,261百万円となりました。

そのうち、主な設備投資として、当社にて受変電設備更新171百万円（建

物及び構築物）、自動車用ホース設備168百万円（機械装置）、アジアにお

いては、ニチリン ベトナム カンパニー リミテッドにて倉庫135百万円（建

物）、自動車用ホース設備72百万円（建設仮勘定）がありました。
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③資金調達の状況

当連結会計年度において特記すべき事項はありません。

④重要な組織再編等の状況

該当事項はありません。

(2)　直前3事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第134期

(2017年12月期)
第135期

(2018年12月期)
第136期

(2019年12月期)

第137期
(当連結会計年度)
(2020年12月期)

売 上 高(百万円) 59,375 62,413 61,073 51,505

経 常 利 益(百万円) 8,629 8,512 6,243 4,453

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

(百万円) 4,883 4,644 2,748 2,380

1株当たり当期純利益 (円) 340.28 323.72 191.73 167.23

総 資 産(百万円) 55,663 57,552 60,326 60,117

純 資 産(百万円) 34,745 37,674 39,869 40,256

1 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 2,057.51 2,240.97 2,377.03 2,451.39

(注) 当社は、2018年1月1日付で普通株式1株につき1.3株の割合をもって株式分割
を行っております。これに伴い、第134期の期首に当該株式分割が行われた
と仮定して、1株当たり当期純利益、1株当たり純資産額を算定しておりま
す。

－ 7 －
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(3)　重要な子会社の状況

名       称 資 本 金
議決権比率

(注)
主要な事業内
容

日輪機工㈱ 84,380 千円 99.9 ％
自動車用ホース部
分品の製造･販売

㈱ニチリン白山 254,000 千円 100.0 ％
自動車用ホース類
の製造･販売

ニチリン・サービス㈱ 10,000 千円 100.0 ％
自動車用ホース類
の製造･販売

ニチリン テネシー インク 8,000 千米ドル 100.0 ％
自動車用ホース類
の製造･販売

ニチリン－フレックス 
ユー・エス・エー インク

7,000 千米ドル 100.0 ％
自動車用ホース類
の製造･販売

ニチリン カプラ テック メキ
シコ エス・エー

6,041 千メキシコペソ
100.0
(100.0

％
)

自動車用ホース類
の製造･販売

ニチリン ユー・ケー・リ
ミテッド

3,500 千英ポンド 100.0 ％
自動車用ホース類
の製造･販売

ニチリン スペイン
エス・エル

5,000 千ユーロ 100.0 ％
自動車用ホース類
の製造･販売

上海日輪汽車配件有限公司 37,879 千中国元 72.0 ％
自動車用ホース類
の販売

蘇州日輪汽車部件有限公司 211,972 千中国元 80.0 ％
自動車用ホース類
の製造･販売

日輪橡塑工業(上海)有限公司 25,172 千中国元 100.0 ％
ゴム･樹脂ホース等配
管部品の製造･販売

ニチリン ベトナム
カンパニー リミテッド

10,923 千米ドル
100.0
(13.3

％
)

自動車用ホース類
の製造･販売

ニチリン インペリアル
オートパーツ インディア
プライベート リミテッド

258,300 千インドルピー 60.0 ％
自動車用ホース類
の製造･販売

ピーティー. ニチリン
インドネシア

55,579
百万インドネシ
アルピア

51.0 ％
自動車用ホース類
の製造･販売

ニチリン（タイランド） 33,000 千タイバーツ 40.0 ％
自動車用ホース類
の製造･販売

（注）1．議決権比率欄の（　）内は、間接所有割合で内数であります。
2．ニチリン ユー・ケー・リミテッドは、当連結会計年度においてニチリ

ン スペイン エス・エルをはじめとするグループ会社に事業を移管し、
2020年12月25日開催の当社取締役会において解散および清算すること
を決議しました。

3．ニチリン スペイン エス・エルは、2020年10月5日付で当社が4,997千ユ
ーロの増資を引き受け、資本金は5,000千ユーロとなりました。

4．上海日輪汽車配件有限公司は、当連結会計年度において蘇州日輪汽車部
件有限公司をはじめとするグループ会社に事業を移管しました。

5．ニチリン（タイランド）は、当社の持分が100分の50以下ですが、実質
的に支配しているため連結子会社としております。

－ 8 －

重要な子会社の状況
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(4)　対処すべき課題

当社グループは、コロナ禍からの着実な回復と新たな成長へ向けて、2021
年を初年度とする新中期経営計画（NICHIRIN New Sustainable Development 
Plan – with New Values and Diversity –）に取り組んでまいります。新中
期経営計画は、引き続き「規模よりもむしろ質重視の経営」に重点を置きな
がら、「3つの全体戦略」に従った具体的な「重点施策」を確実に遂行し、新
たな時代に向け挑戦するものです。CASEといわれる自動車の大きな技術革新
が進む中、当社グループは特に地球環境への配慮と次世代電気自動車へのシ
フトを視野に入れ、自動車分野では製品の軽量化によるCO2削減に取り組むと
ともに自動車以外の住設分野などの製品群を拡大することで、新たな価値と
多様性を兼ね備えた持続可能な企業集団をめざしてまいります。

・３つの全体戦略と重点施策ならびに取り組み課題

- NICHIRINコア技術を活かして、既存の需要を確実に取り込むとともに、新たな需要を創出する -

戦略Ⅰ：成長分野の強化・拡大と新たな事業の創造によるグローバル
での利益体質の強化

- NICHIRINグローバル戦略推進に貢献できる人材を積極的に採用するとともに、新たなグローバル
事業戦略を構築できる人材を育成する -

戦略Ⅱ：グローバル人材の確保と育成

 グローバル人事制度の構築と運用

 各部門における多言語対応
- 日本語、英語、中国語 -

 会社の成長とリンクした達成感のある育成課題
の継続的付与

 新規製品の拡販と新工法の開発
 グローバルな視野での新規拡販
 インドにおける合弁事業拡大
 各拠点の再編も含めた最適生産の実現
 東欧での組立業務委託
 作図、試験業務等の子会社への一部移管
 パートナー企業とのビジネスコラボレーション
 グループにおける最適見積もり作成支援
 グローバルでのデータの標準化

① グローバルでの競争力アップ

② マーケティング活動の推進

③ 原価企画部門の体制強化

④ グローバルワンシステムによる管理強化

取組み課題重点施策

⑤ �グループにおける次期リーダー人材を含む
中核社員の育成

⑥ 海外トレーニー制度の推進

⑦ 親会社における外国人従業員採用拡大

⑧ グローバル人事制度の構築

取組み課題重点施策

－ 9 －
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- 不測の事態における復元力を強化するとともに、人・環境・社会に優しい企業へ -

戦略Ⅲ：Resilience（復元力）の強化と新しい社会への貢献

⑨ コーポレートガバナンスの強化

⑩ 事業継続マネジメント（BCM）の取組み

⑪ CSR、SDGsの取組み強化

 �ステークホルダーへの説明責任を果たすための
体制強化

 �説明責任と透明性のある経営に向けたコーポ
レートガバナンス（C.G.C）への継続的対応

 グループのリスク管理・危機管理
 グループの環境・安全衛生マネジメントの推進
 グループのCSR活動評価の公表（CSR報告書）

取組み課題重点施策

(5)　主要な事業内容（2020年12月31日現在）

当社グループは、自動車用ホース類の製造・販売を主要な事業としており
ます。また、その他には、住宅関連のホース類等の製造・販売を行っており
ます。

品 目 主 要 製 品

自動車用ホース 操舵用・制動用・空調用等の各種ホース類

そ の 他 水道用ホース他

(6)　主要な営業所及び工場（2020年12月31日現在）

①当社

名 称 所 在 地

本 社 兵庫県 神戸市

姫 路 工 場 兵庫県 姫路市

神 戸 営 業 部 兵庫県 神戸市

東 京 支 社 東京都 港区

浜 松 営 業 所 静岡県 浜松市

厚 木 配 送 セ ン タ ー 神奈川県 愛甲郡

（注) 本社所在地は上記のとおりでありますが、実際の本社業務は姫路工場で
行っております。

－ 10 －
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②子会社

名 称 所 在 地

日輪機工㈱ 兵庫県

㈱ニチリン白山 三重県

ニチリン・サービス㈱ 兵庫県

ニチリン テネシー インク 米国　テネシー州

ニチリン－フレックス ユー・エス・エー インク 米国　テキサス州

ニチリン カプラ テック メキシコ エス・エー メキシコ　チワワ州

ニチリン ユー・ケー・リミテッド
英国　グレイターマンチ
ェスター州

ニチリン スペイン エス・エル スペイン　カタルーニャ州

上海日輪汽車配件有限公司 中国　上海市

蘇州日輪汽車部件有限公司 中国　江蘇省

日輪橡塑工業（上海）有限公司 中国　上海市

ニチリン ベトナム カンパニー リミテッド ベトナム　バクザン省

ニチリン インペリアル オートパーツ
インディア プライベート リミテッド

インド　ハリヤナ州

ピーティー. ニチリン インドネシア インドネシア　西ジャワ州

ニチリン（タイランド） タイ　パトンタニ県

(7)　使用人の状況（2020年12月31日現在）

①企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

2,345名 13名増

（注）使用人数は就業人員数であります。

②当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 令 平均勤続年数

375名 4名増 42才0カ月 17年6カ月

（注）使用人数は出向者36名を含んでおりません。

(8)　主要な借入先の状況（2020年12月31日現在）

借 入 先 借入金残高（百万円）

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,465

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 372

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 245

三井住友信託銀行株式会社 245

(9)　その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。

－ 11 －
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2.会社の現況
(1)　株式の状況（2020年12月31日現在）

   ①発行可能株式総数 45,760,000株

   ②発行済株式の総数 14,371,500株（自己株式127,071株を含む）

   ③株主数 9,652名

   ④大株主（上位10名）

株 主 名
持 株 数
( 千 株 )

持 株 比 率
( ％ )

太 陽 鉱 工 株 式 会 社 3,217 22.6

双 日 株 式 会 社 1,144 8.0

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 722 5.1
BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES
LUXEMBOURG/JASDEC/FIM/LUXEMBOURG
FUNDS/UCITS ASSETS
（常任代理人　香港上海銀行東京支店　カス
トディ業務部）

550 3.9

STATE STREET BANK AND TRUST 
CLIENT OMNIBUS ACCOUNT OM02
505002
（常任代理人　株式会社みずほ銀行
決済営業部）

487 3.4

東 京 セ ン チ ュ リ ー 株 式 会 社 475 3.3

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 373 2.6

日 本 精 化 株 式 会 社 286 2.0

株式会社日本カストディ銀行（信託口9） 220 1.5

み ず ほ 証 券 株 式 会 社 195 1.4

（注) 持株比率は、発行済株式の総数（自己株式除く）に対する持株数の割
合であります。

(2)　新株予約権等の状況

①当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として

交付された新株予約権の状況

該当事項はありません。

②当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権

の状況

該当事項はありません。

③その他新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。

－ 12 －

会社の株式
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(3)　会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（2020年12月31日現在）

氏 名 地 位 及 び 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

清　水　良　雄 取締役会長

前  田  龍  一
代表取締役　社長執行役員
グローバルイノベーション推
進部担当

蘇州日輪汽車部件有限公司　董事長

谷 口 利 員

取締役　専務執行役員
技術部担当　兼　原価企画部
担当　兼　グローバルイノベ
ーション推進部副担当

菊 元 秀 樹
取締役　上席執行役員
東京営業部担当　兼　神戸営
業部担当

日輪橡塑工業(上海)有限公司　董事長

曽 我 浩 之

取締役　上席執行役員
海外営業部担当　兼　欧州経
営改善室担当　兼　欧州地域
統括

ニチリン ユー・ケー・リミテッド　代
表取締役社長
ニチリン スペイン エス・エル 取締役
会議長

矢  野      進 取締役
日本精化株式会社　代表取締役 執行役
員会長

鈴 木 一 史 取締役
太陽鉱工株式会社　代表取締役社長
東邦金属株式会社　社外取締役

手 塚 俊 雄 監査役（常勤）

森 川 良 一 監査役

木 村 美 樹 監査役 岡田春夫綜合法律事務所　弁護士

上 田 清 和 監査役 中央ビルマネジメント株式会社　理事

(注) 1．取締役　矢野　進氏および鈴木一史氏は、会社法第2条第15号に定め

る社外取締役であります。

2．監査役　木村美樹氏および上田清和氏は、会社法第2条第16号に定め

る社外監査役であります。

3．当事業年度中の役員の異動は次のとおりであります。

　　　2020年3月26日開催の第136期定時株主総会における異動

　　　　就任　監査役　森川良一氏
　　　　就任　監査役　上田清和氏
　　　　退任　監査役　橋本　進氏
　　　　退任　監査役　小野浩昭氏
4．取締役　矢野　進氏、取締役　鈴木一史氏、監査役　木村美樹氏、監

査役　上田清和氏につきましては、株式会社東京証券取引所に対し、
独立役員として届け出ております。

－ 13 －
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5．法令または定款に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、

補欠監査役として村角伸一氏を選任しております。

6．当社は、取締役会の監督機能強化を図るとともに、当社を取り巻く

経営環境の変化やグローバル競争の激化に対応するため、業務執行

に係る責任と役割を明確にして、意思決定、業務執行の迅速化を図

ることを目的として執行役員制度を導入しております。執行役員の

構成（取締役を兼務する執行役員は除く）は次のとおりです。
（2020年12月31日現在）

氏 名 地 位 担当及び重要な兼職の状況

前　田　民　世 上席執行役員
ニチリン ベトナム カンパニー リ
ミテッド　取締役会長　兼 アセア
ン地域統括

前　田　高　男 上席執行役員 生産技術部担当

高　谷　元　博 上席執行役員 製造部担当　兼　品質保証部担当

難　波　宏　成 上席執行役員
財務経理部長　兼　内部統制推進室
担当

竹　島　淳　司 執行役員
ニチリン・サービス株式会社　代表
取締役社長　兼　国内子会社統括

岩　見　文　博 執行役員 購買部担当

高　島　吉　章 執行役員 欧州経営改善室長

山　本　和　生 執行役員
経営企画部担当　兼　人事総務
部担当

中　安　秀　樹 執行役員

ニチリン－フレックス ユー・エス・
エー インク　代表取締役社長　兼
ニチリン テネシー インク　代表取
締役社長　兼　ニチリン カプラ テ
ック メキシコ エス・エー　代表取
締役社長　兼　北南米地域統括

②　責任限定契約の内容の概要

　当社は、定款に取締役（業務執行取締役等を除く）および監査役の責任限定契

約に関する規定を設けております。当該規定に基づき社外取締役　矢野　進氏、

社外取締役　鈴木一史氏、監査役　手塚俊雄氏、監査役　森川良一氏、社外監査

役　木村美樹氏、社外監査役　上田清和氏と責任限定契約を締結しております。

なお、当該契約の内容は、会社法第423条第1項の責任について、その職務を行う

につき、善意でありかつ重大な過失がなかったときは、会社法第425条第1項に定

める最低責任限度額をその責任の限度としております。

－ 14 －
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③　取締役及び監査役の報酬等

役 員 区 分
報酬等の
総 額

( 百 万 円 )

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役 員 数

( 名 )年俸 株式報酬 固定報酬

取 締 役

(社外取締役を除く)
205 192 12 － 5

監 査 役

(社外監査役を除く)
25 － － 25 3

社 外 取 締 役 9 － － 9 2

社 外 監 査 役 7 － － 7 3

合 計 248 192 12 42 13

(注) 1．取締役の報酬は、2019年3月27日開催の第135期定時株主総会にお

いて、年俸制に改め、その報酬総額を年額3億円以内として承認さ

れております。なお、社外取締役および業務を執行しない取締役

については、従来通り固定報酬（本固定報酬は年俸の総額枠内に

含みます）としています。

また、上記の報酬枠とは別枠として、取締役の報酬と株式価値と

の連動性をより一層強めることにより、取締役に当社の企業価値

の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、取締役

と株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、譲

渡制限付株式報酬制度（以下、「本制度」という）を導入するも

のとし、対象取締役に対し新たに譲渡制限付株式の割当てのため

の報酬を支給することとしております。上記の目的を踏まえ相当

と考えられる金額として、対象取締役に対して支給する金銭報酬

の総額は年額5,000万円以内としております。なお、本制度により

対象取締役に対して発行または処分される普通株式の総数は年

50,000株以内としております。

2．監査役の報酬限度額は、1998年3月27日開催の第114期定時株主総

会において月額4百万円以内と定めております。

3．新型コロナウイルスの影響により、業績動向が不透明なため、2020

年3月開催の取締役会にて、全業務執行取締役ならびに執行役員の

役員報酬（2020年4月～2021年3月）については、前年比15％減の

水準とすることを決議いたしました。

その後、2020年8月開催の取締役会にて、新型コロナウイルスの影

響拡大に伴い通期連結業績予想は大幅な減収減益となる見込みと

なったことから、2020年9月から年俸の減額幅を拡大し、役員報酬

（2020年4月～2021年3月）を前年比20％減額とすることを決議し

ております。

なお、社外取締役全員より2020年9月から月額報酬の5％減額の申

入れを受け、これを実施しております。
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④　社外役員に関する事項

イ.他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

役職氏名 他の法人等の重要な兼職の状況

 取締役　矢野　進 日本精化株式会社　代表取締役 執行役員会長

 取締役　鈴木一史 太陽鉱工株式会社　代表取締役社長

 監査役　木村美樹 岡田春夫綜合法律事務所　弁護士

 監査役　上田清和 中央ビルマネジメント株式会社　理事

1)太陽鉱工株式会社は、当社のその他の関係会社（持株比率22.6％）であ

り、筆頭株主であります。

2)当社は、日本精化株式会社と株式を相互保有しております。

3)当社は、岡田春夫綜合法律事務所と顧問契約を締結しております。

4)取締役　鈴木一史氏は、東邦金属株式会社の社外取締役を兼任しており

ます。当社は東邦金属株式会社と株式を相互保有しております。

5)当社は、中央ビルマネジメント株式会社との間に取引関係はありませ

ん。

ロ.当事業年度における主な活動状況

区　分 氏　名 主 な 活 動 状 況

取締役 矢野　進

当事業年度に13回開催された取締役会に全て

出席しており、議案審議等において必要に応

じて適宜発言を行っております。

取締役 鈴木一史

当事業年度に13回開催された取締役会に全て

出席しており、議案審議等において必要に応

じて適宜発言を行っております。

監査役 木村美樹

当事業年度に13回開催された取締役会に全て

出席し、また14回開催された監査役会に全て

出席し、弁護士としての専門的見地から適宜

発言を行っております。

監査役 上田清和

2020年3月26日就任以降に11回開催された取

締役会に全て出席し、また11回開催された監

査役会に全て出席し、他の会社の役員として

の経験を活かし、適宜発言を行っておりま

す。

（注) 上記の取締役会の開催回数のほか、取締役会の決議があったものとみ

なす書面決議が（1回）ありました。
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(4)　会計監査人の状況

①　名称

有限責任監査法人トーマツ

②　報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 40百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その

他の財産上の利益の合計額
40百万円

（注）1．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監
査と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額を区分しておら
ず、かつ、実質的にも区分ができないため、上記の金額はこれら
の合計額を記載しております。

2．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行
状況及び報酬見積りの算出根拠などについて検証を行った結果、
これらについて適切であると判断したため、会計監査人の報酬等
について同意をいたしました。

3．当社の連結子会社15社のうち、国内連結子会社3社を除く在外子会
社12社は、当社の会計監査人以外の公認会計士（又は監査法人）
の監査を受けております。

③　非監査業務の内容

　当社は、当社の会計監査人と同一のネットワークに属しているデロイト 

トーマツ税理士法人に対して、税務コンサルティング業務に基づく報酬を支

払っております。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関

する議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認

められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたしま

す。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主

総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

⑤　責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。
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3．　業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
(1)　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保する

ための体制

①取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体

制

取締役の職務の執行に関し、取締役会は取締役会規則に基づく適正な運
営により、取締役の職務執行を監督するとともに、取締役相互の意思疎通
を図り、法令および定款への適合を確保する。また、取締役会の運営およ
び取締役の職務執行に関する社外取締役および監査役からの意見には適切
に対応し、その有効性確保を図る。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

当社は、法令で定められた議事録等の文書をはじめ取締役の職務の執行
に係る情報について「文書管理規定」に基づき、定められた期間につき適
切かつ確実に保管し、その閲覧を可能な状態に維持する。

③子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する事項

当社は、「グループ子会社管理マニュアル」において、グループ子会社
の当社への報告を要する事項を定めており、各子会社に対して、業績報告、
株主総会や取締役会での業務の適正を確保するために必要である重要な意
思決定の状況、重大な事件や事故・または訴訟の発生、その他必要な事項
の報告を義務づけている。
更に、「グループ子会社管理マニュアル」では、グループ子会社が当社

に対して事前承認を要する事項を定めており、当該事項については、当社
の決裁を義務づけている。

④当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制

当社グループは、グローバルな視点に立った経営を推進するとともに、
公正・透明な経営を行うことにより、株主・取引先から高く評価され、社
会からも信頼される企業グループを目指すことを基本方針とする。
この方針に従って、当社および各子会社は、リスク管理体制・法令遵守

体制を整備する。
また、当社は、「グループ子会社管理マニュアル」および「グループ子

会社管理基準」を制定し、グループ子会社が実施すべき基本事項を定め、
その遵守状況を監視することで、企業集団における業務の適正性の維持・
強化を図る。
更に、当社グループとして「財務報告に係る内部統制」体制を整備し、

その適切な運用・管理を図る。
1)当社および子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、経営目標を大きく妨げると予測されるグループ全体のリス
クの管理については「経営会議」において行う。
当社および各子会社は、品質・環境・安全等のリスク管理について

は、各委員会により専門的な立場からモニタリングを含め遂行する。
また、当社各部門および各子会社は、所轄業務に関する規定類の整

備、教育の実施、リスクの洗い出し、継続的な改善活動を通じてリス
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ク管理に取り組む。
更に、当社は、当社グループに緊急事態が発生した場合の対処方法、

緊急事態後の修復方法を「危機管理マニュアル」に定め、当社グルー
プが被る損害の最小化に努める。

2)当社および子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確
保するための体制
当社は、取締役会において、法令で定められた事項およびグループ

経営の基本方針などグループ全体の経営に関する重要事項の決定を行
う。
グループ全体の経営に関する重要事項には、グループでの「中期経

営計画」の策定などがあり、グループ全体での目標が設定され、グル
ープの全役職員がこれを共有する。
更に、当社は、執行役員制度を導入し、執行役員に業務執行権限を

与えることにより、取締役が経営の重要な意思決定および業務執行状
況の監視、監督に注力することで、取締役の職務執行が効率的に行わ
れることを確保する。
取締役および執行役員をもって構成される「経営会議」において、

取締役会から委譲された事項、社内規定の制定・改定に関する事項を
決議するとともに、経営方針の具体化や事業環境の分析、ならびに各
部門の重要情報の共有化を図り、的確かつ迅速な意思決定に資する。
なお、経営会議メンバーとグループ子会社社長等で構成されるトッ

プ マネジメント カンファレンス（ＴＭＣ）を設け、当社グループ全
体での経営戦略および経営課題の共有を図る。
当社各部門は、経営会議で定められた「組織・分掌・権限マニュア

ル」に則り、また、当社の各子会社は、「グループ子会社管理マニュ
アル」とその下位規定である「グループ子会社管理基準」を遵守し、
組織・権限・業務分掌に関する規定やその他必要な規定を整備・運用
することにより、実施すべき具体的な施策を決定、実行することで、
業務の効率化を図る。

3)当社の使用人ならびに子会社の取締役等および使用人の職務の執行が
法令および定款に適合することを確保するための体制
当社は、当社グループが法令遵守・企業倫理の基本姿勢を明確にし、

企業としての社会的責任に応えるため「ニチリングループ企業行動憲
章」を定める。
当社グループの役職員は、「ニチリングループ企業行動憲章」に従

い、法令および定款を遵守するとともに、社会の秩序や安全を脅かす
反社会的勢力との関係を遮断し不当な要求等には毅然とした態度でこ
れを排除する。
当社および各子会社は、全役職員が法令および定款を遵守した行動

を実践するため、「コンプライアンスマニュアル」を定め、これを周
知し徹底することで、コンプライアンス体制の整備・向上を図る。
当社は、「コンプライアンス委員会」を設置し、コンプライアンス

の社内体制構築およびグループへのコンプライアンス支援を行う。
「コンプライアンス委員会」は、法令および定款の遵守について、

当社の使用人ならびに当社の子会社の取締役等および使用人への継続
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的な実効性のある啓蒙・教育活動を行うとともに、法令等の違反また
は違反の恐れのある行為についての通報窓口（ニチリンヘルプライン
［子会社からのホットライン・外部通報窓口を含む］）を設け、これ
を周知し徹底することで、コンプライアンス意識の徹底を図る。
また、内部監査室は、当社各部門および子会社への業務の監査を通

じて法令等への遵守状況を監視する。
また、各子会社に対しては、当社の役員を派遣、または、地域統括

役員として任命し、当社からの派遣取締役相互による子会社経営管理
の充実を図る。
なお、子会社の取締役会については、合弁会社を除き、少なくとも

3カ月に1回の開催を求める。

⑤監査役の職務を補助すべき使用人と当該使用人の取締役からの独立性およ

び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査役の職務を補助すべき使用人は配置していないが、監査役がこれを
置くことを求めた場合には、当該使用人の配置と人事上の独立性、および
監査役からの指示の実効性確保に関して十分な配慮を行う。
なお、内部監査室は、監査役との連携を密にする。

⑥当社の取締役および使用人、ならびに子会社の取締役等および使用人、また

は、これらの者から報告を受けた者が監査役に報告をするための体制、その

他監査役への報告に関する事項

当社グループの役職員は、法令で定められた事項に加え、当社および当
社グループに重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、コンプライ
アンス上の重要な事項について当社監査役に報告する。
また、コンプライアンスに関する通報窓口として当社監査役への通報も

可能とする。
なお、当社監査役が重要な意思決定の過程、業務の執行状況を把握する

ために、当社および各子会社は、重要な会議への出席および業務執行に関
する重要な文書の閲覧を確保する。

⑦監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な扱いを受

けないことを確保するための体制

当社は、当社グループの監査役へ報告を行った当社グループの役職員に
対し、当該報告をしたことを理由として不利益な取り扱いを行うことを禁
止し、その旨を当社グループの役職員に周知徹底する。
当社および各子会社は、「コンプライアンスマニュアル」において、通

報者が通報により不利益な取り扱いを受けない旨を明記する。

⑧監査役の職務の執行について生ずる費用の前払、または償還の手続き、その

他の当該職務の執行について生ずる費用または、債務の処理に係る方針に関

する事項

当社は、監査役がその職務の執行について、会社法第388条に基づく費用
の前払等の請求をしたときは、担当部門による審議のうえ、当該請求に係
る費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場
合を除き、これを処理する。
監査役会が、独自の外部専門家（弁護士・公認会計士等）を監査役のた

めの顧問とすることを求めた場合、当社は、当該監査役の職務の執行に必
要でないと認められた場合を除き、その費用を負担する。
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⑨その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

当社グループの役職員は、当社監査役会の監査計画を十分に認識し、監
査役による各部門および各子会社への調査、その他ヒアリングなどの監査
活動に協力する。
また、当社は、代表取締役と監査役との定期的な意見交換を実施する。

(2)　業務の適正を確保するための体制の運用状況

①取締役の職務の執行

取締役会は、取締役7名（社外取締役2名を含む）で構成されております。
当事業年度において、取締役会を13回開催し、各議案についての審議を行
い、重要事項を決定するとともに、業務執行の状況等の監督を行っており
ます。
当社は、執行役員制度を導入し、経営の意思決定および監督機能と業務

執行機能を分離し、迅速な意思決定を行っております。また、組織・分掌・
権限に関する規定により、業務執行に係る責任の明確化を図っております。

②子会社の管理体制

当社および子会社は、グループ全体および各社毎の経営方針・経営計画
を策定し、2020年12月に開催されたトップ　マネジメント　カンファレン
ス（ＴＭＣ）にて、グループ全体および各社毎の2021年度の経営目標を共
有しております。
なお、子会社の経営管理を担当する経営企画部は、「グループ子会社管

理マニュアル」に従い、経営上の重要事項について適宜、取締役会で報告
しております。また、財務経理部は子会社の月次決算について、毎月の取
締役会で報告しております。
また、当社取締役会および「経営会議」（当事業年度において10回開催）

において、子会社に関する重要事項を審議・決定し、子会社の業務執行を
管理しております。
なお、内部監査室は、内部監査計画に基づき、当社および子会社の内部

監査を実施しております。
財務報告の適正性と信頼性を確保するため、「財務報告に係る内部統制」

については、「内部統制委員会」（当事業年度において4回開催）が内部統
制の整備・運用・評価のための年度計画を決定するとともに、当社グルー
プ全体の内部統制の有効性に係る評価を実施し、その結果を取締役会に報
告しております。

③リスク管理

当社および子会社の主要なリスクについては、「経営会議」で報告・審
議され、その対策を実施しております。なお、重要な事項については取締
役会に報告することとなっております。
また、品質・環境・安全等のリスクについては、それぞれの専門委員会

により審議し、対策を実施しております。
投資家、社会から要求が高まっているCSR、ESG、SDGsへの対応強化を図

るべく、「ニチリングループCSR方針」を策定し、総務グループのガバナン
ス、社会貢献関係の業務と安全・環境グループの安全、環境関係の業務を
統合し、総務CSRグループを新設しております。
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④コンプライアンス

コンプライアンスの推進については、「ニチリングループ企業行動憲章」
と「通報窓口（ニチリンヘルプライン［子会社からのホットライン・外部
通報窓口を含む］）」に関するポケットカード（現地語）を作成し、当社
および子会社の役職員に配布するとともに、これを用いた教育の徹底を要
請しています。
「コンプライアンス委員会」は、当社および子会社に対して、当該事項

に係る教育を指示し、その有効性を確認するため、「コンプライアンスア
ンケート」を実施し、浸透状況の確認を行いました。その結果は、同委員
会で審議され、是正が必要な事項については改善を図っております。
また、2020年6月の改正労働施策総合推進法（いわゆる「パワハラ防止

法」）の施行に伴い、パワーハラスメントなど、ハラスメント全般の防止
を目的とし、「ハラスメント防止基準」（「就業マニュアル」の下位基準）
の新規制定を行い、「ハラスメント防止宣言」による、ハラスメントのな
い、社員が互いに尊重され、活気ある職場づくりに取り組んでおります。
また、2020年3月および9月に以下のテーマについて研修を実施しておりま
す。
（2020年3月：「職場のハラスメント研修」、2020年9月：「企業のハラ

スメント対応実務の最新事情～法令改正・ハラスメントの多様化を踏まえ
て～」）

⑤監査役の職務執行

社外監査役を含む監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき
監査を実施するとともに、取締役会など重要な社内会議への出席や代表取
締役、会計監査人ならびに内部監査室との間で定期的に情報交換等を行う
ほか、必要に応じて子会社の調査も実施することで、取締役の職務執行、
当社グループの内部統制システム全般をモニタリングするとともに、より
効率的な運営について助言を行っております。

4．　会社の支配に関する基本方針

　当社では、会社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関

する基本方針につきましては、特に定めておりません。

5．　剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、将来にわたる株主利益の確保と必要な内部留保を行い、業績も勘
案しながら安定した配当を継続して実施することを基本方針としております。
　当社は、中間配当と期末配当の年2回の剰余金の配当を行うことを基本方針
としており、これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主
総会、中間配当については取締役会であります。
　内部留保につきましては、大規模災害やリコールのリスク等の非常時の備
え、およびグローバル化した自動車業界の多様なニーズや市場変化に対応す
るための商品開発、技術開発および生産体制の強化や、海外拠点の拡大・再
編などを図るために有効投資してまいりたいと考えております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2020年12月31日現在） （単位：百万円）

科　　　目 金　額 科　　　目 金　額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

顧 客 関 連 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

35,768

12,757

11,632

1,527

2,819

3,079

2,382

1,709

△140

24,349

20,153

7,180

6,787

3,562

865

1,757

554

234

320

3,641

2,742

393

507

△1

流 動 負 債 13,255

支払手形及び買掛金 6,214

電 子 記 録 債 務 3,139

短 期 借 入 金 507

1年内返済予定の長期借入金 701

1年内返済予定のリース債務 221

未 払 法 人 税 等 595

賞 与 引 当 金 143

そ の 他 1,731

固 定 負 債 6,605

長 期 借 入 金 1,520

リ ー ス 債 務 593

再評価に係る繰延税金負債 787

繰 延 税 金 負 債 136

退職給付に係る負債 3,325

役員退職慰労引当金 9

そ の 他 232

負 債 合 計 19,861

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 33,136

資 本 金 2,158

資 本 剰 余 金 2,001

利 益 剰 余 金 29,195

自 己 株 式 △217

その他の包括利益累計額 1,781

その他有価証券評価差額金 1,131

土 地 再 評 価 差 額 金 1,786

為 替 換 算 調 整 勘 定 △1,100

退職給付に係る調整累計額 △36

非 支 配 株 主 持 分 5,337

純 資 産 合 計 40,256

資 産 合 計 60,117 負 債 純 資 産 合 計 60,117
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連 結 損 益 計 算 書

（ 自　2020年１月１日
至　2020年12月31日 ）

（単位：百万円）

科　　　　目 金　　　　　　額

売 上 高 51,505

売 上 原 価 40,837

売 上 総 利 益 10,667

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,356

営 業 利 益 4,311

営 業 外 収 益

受 取 利 息 68

受 取 配 当 金 60

受 取 賃 貸 料 39

助 成 金 収 入 145

そ の 他 148 462

営 業 外 費 用

支 払 利 息 59

為 替 差 損 186

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 4

そ の 他 69 320

経 常 利 益 4,453

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 10

投 資 有 価 証 券 売 却 益 41 51

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 6

固 定 資 産 除 却 損 39

投 資 有 価 証 券 評 価 損 7

災 害 に よ る 損 失 78 132

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 4,372

法人税、住民税及び事業税 1,337

法 人 税 等 調 整 額 △214 1,122

当 期 純 利 益 3,249

非支配株主に帰属する当期純利益 868

親会社株主に帰属する当期純利益 2,380
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連結株主資本等変動計算書

（ 自　2020年１月１日
至　2020年12月31日 ）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 2,158 2,012 27,454 △257 31,367

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △640 △640

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

2,380 2,380

自 己 株 式 の 取 得 △1 △1

譲 渡 制 限 付 株 式 報 酬 △10 41 30

株主資本以外の項目の当期
変 動 額 ( 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － △10 1,740 39 1,769

当 期 末 残 高 2,158 2,001 29,195 △217 33,136

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非支配株
主 持 分

純 資 産
合 計

その他有
価証券評
価差額金

土地再評
価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る調
整累計額

その他の包
括利益累計
額 合 計

当 期 首 残 高 1,161 1,786 △462 △49 2,436 6,064 39,869

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △640

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

2,380

自 己 株 式 の 取 得 △1

譲 渡 制 限 付 株 式 報 酬 30

株主資本以外の項目の当期
変 動 額 ( 純 額 ）

△29 △638 12 △655 △727 △1,382

当 期 変 動 額 合 計 △29 － △638 12 △655 △727 386

当 期 末 残 高 1,131 1,786 △1,100 △36 1,781 5,337 40,256
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（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項）
1. 連結の範囲に関する事項

　すべての子会社を連結の範囲に含めております。
　当該子会社は、日輪機工㈱、㈱ニチリン白山、ニチリン・サービス㈱、
ニチリン テネシー インク（米国）、ニチリン－フレックス ユー・エス・
エー インク（米国）、ニチリン カプラ テック メキシコ エス・エー（メ
キシコ）、上海日輪汽車配件有限公司（中国）、蘇州日輪汽車部件有限公
司（中国）、日輪橡塑工業（上海）有限公司（中国）、ニチリン ベトナ
ム カンパニー リミテッド（ベトナム）、ニチリン インペリアル オート
パーツ インディア プライベート リミテッド（インド）、ピーティー．ニ
チリン インドネシア（インドネシア）、ニチリン（タイランド）、ニチリ
ン ユー・ケー・リミテッド（英国）、ニチリン スペイン エス・エル（ス
ペイン）の15社であります。

2. 持分法の適用に関する事項
(1)持分法適用の関連会社数　1社

　主要な会社等の名称
　　該当事項はありません。

(2)持分法適用の非連結子会社数
　該当事項はありません。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうちニチリン インペリアル オートパーツ インディア プ
ライベート リミテッド（インド）の決算日は、3月31日であります。
　当連結会計年度の連結計算書類作成にあたっては、連結決算日現在で本
決算に準じた仮決算を行った計算書類を基礎としております。
　その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しておりま
す。

4. 会計方針に関する事項
(1)重要な資産の評価基準及び評価方法
　①有価証券

その他有価証券
時価のあるもの----期末決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）

時価のないもの----移動平均法による原価法
　②デリバティブ

時価法
　③たな卸資産

製品・仕掛品・原材料
当社および国内連結子会社---主として総平均法による原価法(貸借

対照表価額については収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法)

在外連結子会社-------------先入先出法による低価法
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(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法
　①有形固定資産（リース資産を除く）
　　定額法を採用しております。
　　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　22年～38年
機械装置　　　　　　　 8年～10年

　　②無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能
期間（5年）に基づいております。
　また、顧客関連資産については耐用年数（5年間）により、償却を
実施することとしております。

　③リース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して
おります。

(3)重要な引当金の計上基準
　①貸倒引当金
　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

　②賞与引当金
　　従業員に対して支給する賞与に充てるため、当連結会計年度に負担
すべき支給見込額を計上しております。

③役員退職慰労引当金
　　一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規
に基づく期末要支給額を計上しております。

(4)その他連結計算書類の作成のための重要な事項
　①退職給付に係る負債の計上基準
　　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給
付債務の見込額に基づき計上しております。

　イ．退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度
末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっ
ております。

　ロ．数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における
従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）による定額法に
より按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理して
おります。

　ハ.小規模企業等における簡便法の採用
　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計
算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする
方法を用いた簡便法を適用しております。
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　②のれんの償却方法及び償却期間
　　のれんについては、4～5年間の定額法により償却を行っておりま
す。

　③消費税等の会計処理
　　消費税等の会計処理の方法は税抜方式によっております。

（表示方法の変更）

（連結貸借対照表）

前連結会計年度において、流動負債の「その他」に含めて表示しておりま

した「1年内返済予定のリース債務」は、金額的重要性が増したため、当連

結会計年度より、区分掲記しております。

なお、前連結会計年度の「1年内返済予定のリース債務」は170百万円であ

ります。

前連結会計年度において、固定負債の「その他」に含めて表示しておりま

した「リース債務」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より、

区分掲記しております。

なお、前連結会計年度の「リース債務」は300百万円であります。

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の影響による会計上の見積りへの影響）

当連結会計年度において、新型コロナが世界的規模で急速に感染拡大し、

経済活動の停滞を招いております。当社グループにおいても売上高の減少、

在庫の確保、生産体制の見直し等での影響が出ており、今後の新型コロナに

よる影響の収束時期等によっては、保有資産の減損損失の判定及び繰延税金

資産の回収可能性の判断等の会計上の見積りに重要な影響を及ぼす可能性

があります。

新型コロナの影響の収束時期等を見通すことは困難でありますが、新型コ

ロナによる当社グループへの影響は、地域によって程度が異なるものの、当

連結会計年度末から2年程度継続すると仮定し、会計上の見積りを行ってお

ります。新型コロナの収束時期及び経営環境への影響が変化した場合には、

上記の見積りの結果に影響し、翌連結会計年度以降の財政状態及び経営成績

に影響を及ぼす可能性があります。

（連結貸借対照表関係）

1．有形固定資産の減価償却累計額は、24,705百万円であります。

2．関連会社に対する投資は次のとおりであります。

その他（出資金） 37百万円

3. 連結会計年度末日満期手形の会計処理については、当連結会計年度末日は
金融機関の休日でありましたが、満期日に決済が行われたものとして処理
しております。
　当連結会計年度末日満期手形は次のとおりであります。

受取手形 1百万円

－ 28 －

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項）
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4．担保に供している資産並びに担保付債務は次のとおりであります。

担保資産

建物及び構築物 1,502百万円

機械装置及び運搬具 1,922

土地 2,278

合計 5,702百万円

担保付債務

長期借入金 1,574百万円

（１年内返済予定の長期借入金を含む）

5．電子記録債権割引高　　　　　　　　　175百万円

6．「土地の再評価に関する法律」（平成10年3月31日公布法律第34号）および
「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成11年3月31日公
布法律第24号）に基づき、当社の事業用土地の再評価を行い、当該評価差額
に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上
し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上し
ております。

再評価を行った年月日 2000年12月31日

当該事業用土地の再評価後の帳簿価額 2,834百万円

　同法律第3条第3項に定める再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第
119号）第2条第4号に定める地価税法（平成3年法律第69号）第16条
に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算出
するために国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に
基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出する方法を採
用しております。

なお､当該事業用土地の2020年12月31日における時価の合計額は1,655百

万円であり、再評価後の帳簿価額の合計を1,179百万円下回っております。

7．当座貸越契約

当社グループは運転資金枠を確保し、資金調達の機動性と安定性を高める

ため、取引金融機関との間で当座貸越契約を締結しております。

当連結会計年度末の当座貸越契約は以下のとおりであります。

当座貸越極度額の総額 2,650百万円
借入実行残高 －
差引額 2,650百万円

－ 29 －

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項）



2021/02/18 19:39:51 / 20705461_株式会社ニチリン_招集通知

（連結損益計算書関係）

1. 助成金収入

助成金収入の内容は、新型コロナにかかる雇用調整助成金であります。

2. 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 7百万円

その他 2

合計 10百万円

3. 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物 3百万円

機械装置及び運搬具 3

合計 6百万円

4. 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物 23百万円

機械装置及び運搬具 8

建設仮勘定 6

その他 1

合計 39百万円

5. 災害による損失

2020年5月に発生した中国広州の洪水により、蘇州日輪汽車部件有限公司

が客先納入用の倉庫にて保管していた在庫が浸水したことによるものであ

ります。

（連結株主資本等変動計算書関係）

1. 発行済株式に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 14,371,500株

上記には自己株式 127,071株を含んでおります。

－ 30 －
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2．配当に関する事項

(1)当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決 　  議 株式の種類
配当金の総
額(百万円)

1株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

20 2 0年3月2 6日
定 時 株 主 総 会

普通株式 426 30.0 2019年12月31日 2020年3月27日

2 0 2 0 年 8月 7日
取 締 役 会

普通株式 213 15.0 2020年6月30日 2020年9月8日

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連

結会計年度となるもの

　2021年3月26日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に

関する事項を次のとおり提案する予定にしております。

①配当金の総額 　 　 　　427百万円

②1株当たり配当額  　 　　 30.0円

③基準日　 　 　　  2020年12月31日

④効力発生日  　　  2021年 3月29日

　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しておりま

す。

（金融商品に関する注記）

1．金融商品の状況に関する事項
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調
達については銀行等金融機関からの借入による方針であります。
　営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リス
クに晒されております。また、グローバルに事業を展開していることから
生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております
が、債権有高を限度として、その一部を先物為替予約によりヘッジしてお
ります。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、このう
ち上場株式については市場価格の変動リスクに晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、そのすべてが1年
以内の支払期日であります。また、その一部には、原材料等の輸入に伴う
外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されておりますが、恒常的
に同じ外貨建ての売掛金残高の範囲内にあります。借入金は、主として運
転資金および設備資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、
最長で4年6ヶ月後であります。
　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスク
に対するヘッジ取引を目的とした先物為替予約取引であります。
　なお、デリバティブは内部管理規定に従い、実需の範囲で行うこととし
ております。

－ 31 －
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2．金融商品の時価等に関する事項
　2020年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差
額については、次のとおりであります。

　（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額

時　価 差　額

(1）現金及び預金 12,757 12,757 －

(2）受取手形及び売掛金 11,632 11,632 －

(3）電子記録債権 1,527 1,527 －

(4）投資有価証券 2,463 2,463 －

資産計 28,380 28,380 －

(1）支払手形及び買掛金 6,214 6,214 －

(2）電子記録債務 3,139 3,139 －

(3）短期借入金 507 507 －

(4）未払法人税等 595 595 －

(5）長期借入金(※1) 2,222 2,228 6

負債計 12,679 12,685 6

デリバティブ取引(※2) － － －

（※1) 1年内返済予定の長期借入金を含めております。
（※2) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示してお

り、合計で正味の債務となる項目については(　)で示しております。

（注1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関

する事項

資産

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金、ならびに(3)電子記録債権

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっております。

(4)投資有価証券

投資有価証券の時価については、株式等は取引所の価格によっておりま

す。

負債

(1)支払手形及び買掛金、(2)電子記録債務、(3）短期借入金、ならびに(4)

未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっております。

－ 32 －
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(5)長期借入金（1年内返済予定の長期借入金を含む）

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規取引を行っ

た場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

デリバティブ取引

為替予約取引の時価については、取引先金融機関等から提示された価格等

に基づき算定しております。

 (注2) 非上場株式（連結貸借対照表計上額 279百万円）は、市場価格がなく、

かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握

することが極めて困難と認められるため、「(4)投資有価証券」には含

めておりません。

（1株当たり情報）

1株当たり純資産額 2,451.39円

1株当たり当期純利益 167.23円

－ 33 －
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貸　借　対　照　表
（2020年12月31日現在） （単位：百万円）

科　　　　目 金　額 科　　　　目 金　額

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

短 期 貸 付 金

未 収 消 費 税 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

関 係 会 社 出 資 金

関係会社長期貸付金

従 業 員 貸 付 金

差 入 保 証 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

14,288

2,485

88

1,527

5,686

768

317

448

91

1,485

931

443

22

△7

25,553

8,329

2,239

98

2,367

1

198

3,204

219

260

255

4

16,963

2,742

6,469

1

4,901

1,879

17

67

46

554

282

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債 7,824

支 払 手 形 312

電 子 記 録 債 務 3,139

買 掛 金 2,755

1年内返済予定の長期借入金 701

未 払 金 384

未 払 法 人 税 等 176

未 払 事 業 所 税 35

未 払 費 用 66

預 り 金 90

前 受 金 2

賞 与 引 当 金 75

設備関係電子記録債務 67

設 備 関 係 未 払 金 14

固 定 負 債 5,253

長 期 借 入 金 1,480

再評価に係る繰延税金負債 787

退 職 給 付 引 当 金 2,897

長 期 未 払 金 86

負 債 合 計 13,078

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 23,844

資 本 金 2,158

資 本 剰 余 金 2,088

資 本 準 備 金 2,083

そ の 他 資 本 剰 余 金 5

利 益 剰 余 金 19,815

利 益 準 備 金 89

そ の 他 利 益 剰 余 金 19,725

製 品 保 証 準 備 金 1,600

別 途 積 立 金 14,627

繰 越 利 益 剰 余 金 3,498

自 己 株 式 △217

評 価 ・ 換 算 差 額 等 2,918

その他有価証券評価差額金 1,131

土 地 再 評 価 差 額 金 1,786

純 資 産 合 計 26,763

資 産 合 計 39,841 負 債 純 資 産 合 計 39,841

－ 34 －

貸借対照表
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損　益　計　算　書

（ 自　2020年１月１日
至　2020年12月31日 ）

（単位：百万円）

科　　　　　目 金　　　　　　額

売 上 高 26,220

売 上 原 価 21,730

売 上 総 利 益 4,490

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,627

営 業 利 益 862

営 業 外 収 益

受 取 利 息 23

受 取 配 当 金 2,951

受 取 賃 貸 料 22

助 成 金 収 入 92

そ の 他 18 3,107

営 業 外 費 用

支 払 利 息 9

為 替 差 損 154

そ の 他 10 174

経 常 利 益 3,795

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 41 41

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 7

固 定 資 産 除 却 損 15

関 係 会 社 株 式 評 価 損 185 208

税 引 前 当 期 純 利 益 3,628

法人税、住民税及び事業税 469

法 人 税 等 調 整 額 △68 400

当 期 純 利 益 3,227

－ 35 －

損益計算書
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株主資本等変動計算書

（ 自　2020年１月１日
至　2020年12月31日 ）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己
株式

株主資本
合 計資 本

準 備 金

そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備
金

その他利益剰余金
利 益
剰 余 金
合 計

製 品 保
証 準 備
金

別 途
積 立 金

繰 越
利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 2,158 2,083 16 2,099 89 1,300 11,927 3,911 17,228 △257 21,228

当 期 変 動 額

別途積立金の
積 立

2,700 △2,700 － －

製品保証準備
金 の 積 立

300 △300 － －

剰余金の配当 △640 △640 △640

当 期 純 利 益 3,227 3,227 3,227

自己株式の取得 △1 △1

譲 渡 制 限 付
株 式 報 酬

△10 △10 41 30

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － △10 △10 － 300 2,700 △412 2,587 39 2,616

当 期 末 残 高 2,158 2,083 5 2,088 89 1,600 14,627 3,498 19,815 △217 23,844

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 1,161 1,786 2,948 24,177

当 期 変 動 額

別途積立金の
積 立

－

製品保証準備
金 の 積 立

－

剰余金の配当 △640

当 期 純 利 益 3,227

自己株式の取得 △1

譲 渡 制 限 付
株 式 報 酬

30

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

△29 △29 △29

当期変動額合計 △29 － △29 2,586

当 期 末 残 高 1,131 1,786 2,918 26,763

－ 36 －

株主資本等変動計算書
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1．資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券

子会社株式および関連会社株式----移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの----決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

時価のないもの----移動平均法による原価法

(2)デリバティブ

時価法

(3)たな卸資産

製品・仕掛品・原材料・貯蔵品----総平均法による原価法 (貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法)

2．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産--------

(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物                   22年～38年

機械及び装置           9年

無形固定資産--------

(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間（5年）に基づいておりま

す。

リース資産---------- リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。

3．引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

(2)賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与に充てるため、当事業年度に負担すべき支

給見込額を計上しております。

(3)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の

見込額に基づき計上しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（5年）による定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

－ 37 －

（重要な会計方針）
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4．その他計算書類の作成のための基本となる事項

(1)退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法

は、連結計算書類における会計処理の方法と異なっております。

(2)消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理の方法は税抜方式によっております。

（貸借対照表関係）

1．担保に供している資産並びに担保付債務は次のとおりであります。

担保資産

建物 1,431 百万円

構築物 71

機械及び装置 1,922

土地 2,278

合計 5,702 百万円

担保付債務

長期借入金 1,574 百万円

（１年内返済予定の長期借入金を含む）

2．「土地の再評価に関する法律」（平成10年3月31日公布法律第34号）および

「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成11年3月31日

公布法律第24号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、当該評価差額に

係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上

し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上

しております。

再評価を行った年月日 2000年12月31日

当該事業用土地の再評価後の帳簿価額 2,834百万円

　同法律第3条第3項に定める再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第

119号）第2条第4号に定める地価税法（平成3年法律第69号）第16条

に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算出

するために国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に

基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出する方法を採

用しております。

　なお､当該事業用土地の2020年12月31日における時価の合計額は1,655百

万円であり、再評価後の帳簿価額の合計を1,179百万円下回っております｡

3. 期末日満期手形の会計処理については、当事業年度末日は金融機関の休日
でありましたが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。
当事業年度末日満期手形は次のとおりであります。
受取手形 1百万円

－ 38 －

（重要な会計方針）
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4. 有形固定資産の減価償却累計額は13,527百万円であります。

5. 電子記録債権割引高　　　　　　　　175百万円

6. 保証債務
　次の関係会社について、金融機関等からのリース等に対し保証を行って
おります。

会　 　　　 社 　 　　　名 内　　容
金 額

（百万円）

蘇州日輪汽車部件有限公司 リ ー ス 588

ニチリン ユー・ケー・リミテッド 関 税 ・ リ ー ス 48

ニチリン スペイン エス・エル 借 入 507

7. 関係会社に係る注記
　区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれている関係会社に関するも
のは次のとおりであります。
短期金銭債権 4,772百万円
短期金銭債務 657百万円

8. 当座貸越契約
　当社は運転資金枠を確保し、資金調達の機動性と安定性を高めるため、
取引金融機関との間で当座貸越契約を締結しております。
　当事業年度末の当座貸越契約は以下のとおりであります。

当座貸越極度額の総額 2,400百万円
借入実行残高 －

差引額 2,400百万円

（損益計算書関係）

1. 関係会社との取引高は次のとおりであります。

売上高 9,428百万円

仕入高 2,962百万円

営業取引以外の取引 3,168百万円

2. 助成金収入の内容は、新型コロナにかかる雇用調整助成金であります。

3. 当社の連結子会社であるニチリン ユー・ケー・リミテッドについては、
2020年8月に生産を停止し、2020年12月25日開催の当社取締役会において会
社清算及び解散の決議を行ったことから、「金融商品に関する会計基準」
に基づき減損処理を行い、関係会社株式評価損として、185百万円を特別損
失に計上いたしました。

－ 39 －

（重要な会計方針）
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（株主資本等変動計算書関係）

自己株式に関する事項

株 式 の 種 類 当期末株式数

普 通 株 式 127,071株

（税効果会計関係）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

2020年12月31日現在

繰 延 税 金 資 産

賞 与 引 当 金 26百万円

退 職 給 付 引 当 金 891

長 期 未 払 金 21

投 資 有 価 証 券 9

関 係 会 社 株 式 79

貸 倒 引 当 金 2

減 価 償 却 費 17

そ の 他 44

繰延税金資産小計 1,093

評 価 性 引 当 額 △39

繰延税金資産合計 1,053

繰 延 税 金 負 債

その他有価証券評価差額金 △499

繰延税金負債合計 △499

繰延税金資産の純額 554

－ 40 －

（重要な会計方針）
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（関連当事者との取引に関する注記）

子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称
議決権の
所有割合

(%)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）
（注2）

科目
期末残高
（百万円）
（注2）

子会社
ニチリン テネシ
ー インク

所有
直接

100.0

製品の販売
役員の兼任

製品の販売
（注1）

1,316 売掛金 544

子会社
ニチリン－フレ
ックス ユー・エ
ス・エー インク

所有
直接

100.0

製品の販売
役員の兼任

製品の販売
（注1）

1,140 売掛金 433

子会社
ピーティー．ニ
チリン インドネ
シア

所有
直接

51.0

製品の販売
役員の兼任

製品の販売
（注1）

1,691 売掛金 411

子会社
ニチリン ベトナ
ム カンパニー 
リミテッド

所有
直接

86.7
間接

13.3

製品の販売
役員の兼任

製品の販売
（注1）

1,383 売掛金 301

子会社 日輪機工㈱
所有
直接

99.9

部分品の仕
入・外注加
工
役員の兼任

部分品の仕入・
外注加工
（注3）

1,115
電子記録債務

買掛金
50
165

子会社

ニチリン インペ
リアル オートパ
ーツ インディ
ア プライベー
ト リミテッド

所有
直接

60.0

製品の販
売・資金の
貸し付け
役員の兼任

資金の貸し付け
（注4）

423
関係会社長
期貸付金

724

子会社
蘇州日輪汽車部
件有限公司

所有
直接

80.0

製品の販
売・仕入・
資金の貸し
付け
役員の兼任

資金の貸し付け
（注4）
債務保証
（注5）

1,703

588

短期貸付金
関係会社長
期貸付金

517

1,138

子会社
ニチリン スペイ
ン エス・エル

所有
直接

100.0

製品の販
売・資金の
貸し付け
役員の兼任

増資の引受
（注6）
債務保証
（注7）

618

507
－ －

取引条件および取引条件の決定方針等
(注1)製品の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示

し、価格交渉のうえ、一般取引条件と同様に決定しております。
(注2)取引金額には消費税を含まず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。
(注3)外注製品、部分品の仕入、外注加工、各種サービスの購入については、市

場価格を勘案し価格交渉のうえ、一般取引条件と同様に決定しておりま
す。

(注4)貸付金利については、市場金利を勘案して設定しております。なお、担保
は受け入れておりません。

(注5)設備リースに対して、債務保証を行っております。
(注6)当社は、2020年10月5日に618百万円（4,997千ユーロ）実施しております。
(注7)銀行からの借入金に対して、債務保証を行っております。

（1株当たり情報）

1株当たり純資産額 1,878.89円

1株当たり当期純利益 226.72円

－ 41 －

（重要な会計方針）
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2021年２月11日

株式会社　ニ　チ　リ　ン

取締役会　御中

有限責任監査法人 ト　ー　マ　ツ
神　戸　事　務　所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 増 村 正 之 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 福 岡 宏 之 ㊞

監査意見

　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社ニチリンの2020年1月1日から
2020年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書、連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びそ
の他の注記について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、株式会社ニチリン及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類
に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行
った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」
に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び
連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連
結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備
及び運用することが含まれる。

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成
することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する
責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執
行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は
誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において
独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬
により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

－ 42 －

連結計算書類に係る会計監査報告
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・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は
状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重
要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚
起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連
結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表
示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十
分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び
実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施
過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求め
られているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関す
る規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及
び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告
を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により
記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2021年2月11日

株式会社　ニ　チ　リ　ン

取締役会　御中

有限責任監査法人 ト　ー　マ　ツ
神　戸　事　務　所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 増 村 正 之 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 福 岡 宏 之 ㊞

監査意見

　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社ニチリンの2020年1月1
日から2020年12月31日までの第137期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記並びにその附属明細書（以下
「計算書類等」という。）について監査を行った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行
った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」
に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から
独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計
算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示
のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成する
ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責
任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執
行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤
謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独
立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬によ
り発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

－ 44 －

計算書類に係る会計監査報告



2021/02/18 19:39:51 / 20705461_株式会社ニチリン_招集通知

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を
通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示
リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断
による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた
めに、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又
は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意
を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合
は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論
は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、
企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表
示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施
過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求め
られているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関す
る規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及
び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報
告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2020年1月1日から2020年12月31日までの第137期事業年度の
取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審
議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人か
らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方
針、監査計画等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎
通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の
方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な
決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の
状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役
及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社
から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成
る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施
行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会
決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス
テム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況に
ついて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明い
たしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監
査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」（平成17年10月28日　企業会計審議会）等に従って整備してい
る旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等
変動計算書）並びに計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書）及びその附属明細書について検討いたしました。
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２．監査の結果

（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反

する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取

締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当

であると認めます。

（3）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当

であると認めます。

　2021年2月12日

　株式会社ニチリン 監 査 役 会

　　　常勤監査役 手 塚 俊 雄 ㊞

　　　監　査　役 森 川 良 一 ㊞

　　　社外監査役 木 村 美 樹 ㊞

　　　社外監査役 上 田 清 和 ㊞

以　上
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株主総会参考書類

議案および参考事項

第1号議案　剰余金の処分の件

　当社は、将来にわたる株主利益の確保と必要な内部留保を行い、業績も勘案し

ながら安定した配当を継続して実施することを基本方針としております。内部

留保は、大規模災害やリコールのリスク等の非常時の備え、および当社の主要事

業分野である自動車業界の急激な技術変革に対応するため、現預金は連結月次売

上高の3か月分程度が必要と判断しております。

　上記の状況を勘案し、剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたした

いと存じます。

1．期末配当に関する事項

　期末配当につきましては、当期の業績等を勘案し、以下のとおりといたし

たいと存じます。

(1) 株主に対する配当財産の割当に関する事項およびその額

当社普通株式1株につき　金30円　　総額　427,332,870円

（ご参考）中間配当を含めた第137期の年間配当は、1株につき金45円

となります。

(2) 剰余金の配当が効力を生じる日

2021年3月29日

2．その他の剰余金の処分に関する事項

　その他の剰余金の処分につきましては、安定配当の実施や今後の経営環境

等を勘案し、以下のとおりといたしたいと存じます。

(1) 減少する剰余金の項目およびその額

繰越利益剰余金　2,600,000,000円

(2) 増加する剰余金の項目およびその額

別 途 積 立 金　2,400,000,000円

製品保証準備金　　200,000,000円
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第2号議案　取締役8名選任の件

　取締役7名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。取締役会に

よる独立かつ客観的な経営の監督の実効性を高めるべく、取締役1名を増員し、

取締役8名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

1

ま え だ　りゅういち

前　田　龍　一
（1958年5月11日生）

1981年 4月　当社入社

2003年12月　当社生産本部長

2004年 3月　当社取締役

2006年12月　当社海外本部長

2007年 3月　当社常務取締役

2013年 3月　当社代表取締役[現任]

　　　　　　当社常務執行役員

2015年 3月　当社社長執行役員[現任]

2019年10月　蘇州日輪汽車部件有限公司董事長[現任]

　　　12月　当社グローバルイノベーション推進部担当[現任]

（重要な兼職の状況）

　蘇州日輪汽車部件有限公司董事長

26,784株

選任理由

前田龍一氏は、豊富な経験と幅広い知識を活かし、強いリーダーシ

ップをもって、業務執行の最高責任者として、その手腕を発揮して

おります。取締役会では、当社の重要な業務執行の意思決定に深く

携わり、また、当社の経営の方針を明確に示しております。これら

のことから当社の持続的な企業価値向上に資する者として適任で

あると判断し、同氏を取締役候補者といたしました。

2

たにぐち　としかず

谷　口　利　員
（1960年8月12日生）

1983年 4月　当社入社

1997年 4月　当社技術部長

2001年 4月　当社神戸営業部長

2010年 3月　当社海外営業部長

2011年 3月　当社取締役海外営業部長

2013年 3月　当社上席執行役員

2015年 3月　当社常務執行役員

　　　　　　当社技術部担当[現任]

2019年 3月　当社取締役[現任]

　　　　　　当社専務執行役員[現任]

　　　12月　当社原価企画部担当

　　　　　　兼グローバルイノベーション推進部副担当[現任]

14,967株

選任理由

谷口利員氏は、2011年から2年間当社取締役として経営に参画した経

験を有しており、現在は取締役専務執行役員として技術・原価企画

に係る統括的な立場で、適時的確に業務を執行するとともに取締役

として経営の監督を行っております。また、当社の主要取引先であ

る自動車業界はＥＶ化を含め大きな変革期にあり、これらに的確に

対応する知識、経験を有している者として取締役に適任であると判

断し、同氏を取締役候補者といたしました。
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候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

3

きくもと　ひ で き

菊　元　秀　樹
（1965年11月14日生）

1988年 4月　当社入社

2005年 3月　当社神戸営業部次長

2010年 1月　上海日輪汽車配件有限公司出向

　　　  　　当社主幹（次長）

　　　 4月　上海日輪汽車配件有限公司総経理

　　　  　　当社主幹（部長）

2015年 3月　当社執行役員

　　　  　　当社神戸営業部長

2019年 3月　当社取締役[現任]

　　　　　　当社上席執行役員[現任]

　　　　　　当社東京営業部担当兼神戸営業部担当[現任]

2020年 3月　日輪橡塑工業（上海）有限公司董事長[現任]

（重要な兼職の状況）

　日輪橡塑工業（上海）有限公司董事長

12,730株

選任理由

菊元秀樹氏は、中国子会社の社長として中国の商習慣、雇用環境な

どに適時的確に対応し、成長を加速させた実績を有しており、現在

は取締役上席執行役員として営業部に係る統括的な立場で、適時的

確に業務を執行するとともに取締役として経営の監督を行ってお

ります。また、国内外の自動車関連・非自動車関連会社に関する豊

富な知識ならびに取引先との交渉力を有している者として取締役

に適任であると判断し、同氏を取締役候補者といたしました。

4

そ　 が　ひろゆき

曽　我　浩　之
（1 9 6 5年4月3日生）

1988年 4月　当社入社

2016年 7月　ハッチンソン ニチリン ブレーキ ホーシーズ出向

　　　 　　（現ニチリン スペイン エス・エル）

　　　  　　当社主幹（部長）

　　　10月　ハッチンソン ニチリン ブレーキ ホーシーズ

　　　 　　（現ニチリン スペイン エス・エル）ＣＥＯ

2017年 3月　当社執行役員

2018年11月　当社海外営業部担当[現任]

2019年 3月　当社取締役[現任]

　　　　　　当社上席執行役員[現任]

　　　　　　当社欧州地域統括[現任]

　　　 4月　ニチリン スペイン エス・エル 取締役会議長

　　　 9月　当社欧州経営改善室担当[現任]

12,310株

選任理由

曽我浩之氏は、北米・欧州子会社に赴任し、海外経験は20年を超え、

その間、子会社の設立や閉鎖など多様な経験を有しており、現在は

取締役上席執行役員として、海外関係の営業および欧州事業を統括

しております。また、特に欧州メーカーとアジア市場を含む取引拡

大についてグローバルに対応できる者として取締役に適任であると

判断し、同氏を取締役候補者といたしました。
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候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

5

　な ん ば　ひろなり

※難　波　宏　成
（1 9 6 9年1月9日生）

1991年 4月　当社入社

2012年 4月　当社経理部次長

2014年 4月　当社経理部長

2015年 3月　当社財務経理部長[現任]

2017年 3月　当社執行役員

2019年 3月　当社上席執行役員[現任]

　　　　　　当社内部統制推進室担当[現任]

9,050株

選任理由

難波宏成氏は、長年財務・経理の実務を経験し、現在は上席執行役

員としてニチリングループの決算業務の標準化や財務戦略に手腕

を発揮し、また、内部統制の強化にも貢献してきました。これらの

経験から財務・会計に深い知識を有しており、当社の財務戦略、内

部統制の強化を図る責任者として適任であると判断し、同氏を取締

役候補者といたしました。

6

や   の 　 　 す す む

矢　野　　　進
（1955年4月19日生）

1978年 4月　日本精化㈱入社

2000年 4月　同社医薬製造部長

2002年11月　同社医薬品工場長

2003年 6月　同社執行役員生産技術本部副本部長

　　　  　　兼高砂工場長

2004年 6月　同社取締役生産技術本部長

2006年 6月　同社代表取締役執行役員社長

2016年 3月　当社取締役[現任]

2020年 6月　日本精化㈱代表取締役執行役員会長[現任]

（重要な兼職の状況）

　日本精化㈱　代表取締役執行役員会長

－株

選任理由

矢野　進氏は、精密化学品・香粧品等の製造販売を行う企業の経営

者としての豊富な経験および知識をもとに、独立した立場から取締

役および執行役員の監督を適時、適切に行っており、当社の持続的

な企業価値向上に資する者として適任であると判断し、同氏を社外

取締役候補者といたしました。なお、当社社外取締役としての在任

期間は、本総会終結の時をもって5年であります。
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候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

7

す ず き 　かずふみ

鈴　木　一　史
（1976年2月11日生）

1998年 4月　日商岩井㈱（現 双日㈱）入社

2005年 7月　Sojitz(Malaysia)Sdn.Bhd.出向

2008年 4月　Sojitz Taiwan Corporation出向

2013年10月　太陽鉱工㈱入社　開発部部長

2014年 6月　同社取締役開発部長

2015年 6月　同社常務取締役

　　　　　　東邦金属㈱社外取締役[現任]

2017年 6月　太陽鉱工㈱取締役副社長

2018年 6月　同社代表取締役社長[現任]

2019年 3月　当社取締役[現任]

（重要な兼職の状況）

　太陽鉱工㈱代表取締役社長

　東邦金属㈱社外取締役

－株

選任理由

鈴木一史氏は、合金鉄の製造販売を行う企業の経営者としての豊富

な経験および知識をもとに、独立した立場から取締役および執行役

員の監督を適時、適切に行っており、当社の持続的な企業価値向上

に資する者として適任であると判断し、同氏を社外取締役候補者と

いたしました。なお、当社社外取締役としての在任期間は、本総会

終結の時をもって2年であります。

8

　 き む ら 　 み 　 き

※木　村　美　樹
（1979年6月21日生）

2004年10月　最高裁判所司法研修所卒業　弁護士登録

　　　　　　岡田春夫綜合法律事務所入所

　　　　　　弁護士[現任]

2012年 2月　ニューヨーク州弁護士登録

2018年 3月　当社監査役[現任]

（重要な兼職の状況）

　岡田春夫綜合法律事務所　弁護士

－株

選任理由

木村美樹氏は、2018年3月から弁護士として高い専門的知見を活かし

て当社社外監査役として監査業務を行っております。過去に社外取

締役または社外監査役となること以外の方法で会社の経営に関与し

た経験はありませんが、海外法務にも精通していることからグロー

バルに展開する当社グループの法的リスクやガバナンス体制等の強

化を図る助言を期待でき、また、ジェンダーを考慮した取締役構成

とすることで多様な議論ができると判断し、同氏を社外取締役候補

者といたしました。なお、当社社外監査役としての在任期間は、本

総会終結の時をもって3年であります。

（注）1.取締役候補者前田龍一氏は、蘇州日輪汽車部件有限公司の董事長を兼任しており、当社

は当該会社との間に部品の取引関係があります。また、取締役候補者菊元秀樹氏は、日

輪橡塑工業（上海）有限公司の董事長を兼任しており、当社は当該会社との間に部品の

取引関係があります。

　　　　その他の取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。なお、当社と

木村美樹氏が所属する岡田春夫綜合法律事務所とは顧問契約を締結しておりますが、同

法律事務所の総収入に占める当社顧問契約料は1％にも満たない額であることから、本顧

問契約に特別の利害関係はなく、また、社外取締役としての独立性を阻害するものでは

ないと判断いたしました。

　　　2.矢野　進氏、鈴木一史氏および木村美樹氏は、社外取締役候補者であります。

　　　3.鈴木一史氏が社外取締役として就任している会社（2015年6月就任）において、2014年3

月期から2018年3月期までの有価証券報告書等の記載内容が不適切であったことにより
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2018年11月にその訂正を行っております。同社の社外取締役として、前記訂正の原因と

なった取引事案の再発防止策等に関する提言や取締役の責任と処分に関するアドバイス

を行い、また、改善計画に基づく同社のコーポレートガバナンス体制の強化の監督およ

び評価を行っております。

　　　4.矢野　進氏、鈴木一史氏および木村美樹氏は、東京証券取引所の定める独立役員として

届け出ており、本議案が原案どおり承認可決された場合、引き続き独立役員となる予定

であります。

　　　5.木村美樹氏は、本総会終結の時をもって当社監査役を辞任される予定であります。

　　　6.木村美樹氏の戸籍上の氏名は、針谷美樹（はりがい みき）であります。

　　　7.当社は、矢野　進氏および鈴木一史氏との間で、会社法第427条第1項に規定する損害賠

償責任を限定する契約を締結しております。本議案が原案どおり承認可決された場合、

本契約を継続する予定であります。なお、当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規

定する額といたします。また、木村美樹氏においても本議案が原案どおり承認可決され

た場合、同契約を締結する予定であります。

　　　8.当社は、会社法第430条の3に規定する下記の役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約を

締結しており、本議案が原案どおり承認可決された場合、候補者は当該保険契約の被保

険者となります。なお、各候補者の任期途中である2021年7月31日に当該保険契約を同内

容で更新する予定であります。

　　　　①保険内容：役員が会社の役員として業務につき行った行為（不作為を含む）に起因し

て保険期間中に損害賠償請求がなされたことにより被る損害（法律上の損

害賠償金、訴訟費用）をてん補する。ただし、会社への訴訟、違法行為に

関しててん補されない。

　　　　②被保険者：当社および子会社の取締役、監査役、執行役員ならびに左記に準じる従業

員

　　　　③保険料負担：全額会社負担

　　　9.※印は新任の候補者であります。
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第3号議案　監査役1名選任の件

　監査役木村美樹氏は、本総会終結の時をもって辞任されますので、監査役1名

の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 地 位 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況
所 有 す る
当 社 株 式 の 数

　たかはた　しんいち

※髙　畑　新　一
（1 9 6 9年 1 2月 3日生）

1993年 4月　日商岩井㈱ (現 双日㈱)入社

1999年10月　同社　退職

　　　11月　太陽鉱工㈱入社

2013年 6月　同社　退職

鈴木薄荷㈱入社　顧問

8月　同社取締役総務部長

2015年 8月　同社常務取締役

2017年 6月　太陽鉱工㈱社外取締役[現任]

2019年 8月　鈴木薄荷㈱代表取締役社長[現任]

（重要な兼職の状況）

　鈴木薄荷㈱代表取締役社長

　太陽鉱工㈱社外取締役

－株

選任理由

髙畑新一氏は、商社、合金鉄の製造販売を行う企業の財務、経理部門で

実務を経験後、現在は会社社長として経営に手腕を発揮されています。

財務会計に関する知識や会社経営の経験を活かして独立した立場から

監査を行っていただけると判断し、同氏を社外監査役候補者といたしま

した。

（注）1.候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

　　　2.髙畑新一氏は、社外監査役候補者であります。

　　　3.本議案が原案どおり承認可決された場合、髙畑新一氏を東京証券取引所が定める独立役

員として届け出る予定であります。

　　　4.本議案が原案どおり承認可決された場合、当社は髙畑新一氏との間で会社法第427条第1

項に規定する損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。なお、当該契約

に基づく責任の限度額は、法令が規定する額といたします。

　　　5.当社は、会社法第430条の3に規定する下記の役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約を

締結しており、本議案が原案どおり承認可決された場合、候補者は当該保険契約の被保

険者となります。なお、候補者の任期途中である2021年7月31日に当該保険契約を同内容

で更新する予定であります。

　　　　①保険内容：役員が会社の役員として業務につき行った行為（不作為を含む）に起因し

て保険期間中に損害賠償請求がなされたことにより被る損害（法律上の損

害賠償金、訴訟費用）をてん補する。ただし、会社への訴訟、違法行為に

関しててん補されない。

　　　　②被保険者：当社および子会社の取締役、監査役、執行役員ならびに左記に準じる従業

員

　　　　③保険料負担：全額会社負担

　　　6.※印は新任の候補者であります。

以上
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【メモ】

メモ
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株主総会会場ご案内図

■会場：ホテル日航姫路　3階 光琳の間
■住所：兵庫県姫路市南駅前町100番
■電話：079－222－2231
■交通：ＪＲ（山陽新幹線・在来線）姫路駅南口すぐ

※駐車場（有料）は収容台数に限りがございます
ので、公共交通機関をご利用いただきますよう
お願い申しあげます。
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